
事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

施設管理運営事業

4 款衛生費 1 項 保健衛生費 6

平成 29 年度（ 平成 28

事業№ 事務事業名 斎場管理費
担
当
部
署

年度分 ）

)

部名 市民生活部

課名 環境課

目斎場費

電話 ５１－６６２４

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 昭和 17

331 予算事業名 ( 斎場管理費

業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 第 4 部 潤いのある安心して暮らせるまち 実 施
方 法
(H28)

生活環境の充実 ○

年度 終 了 年 度 ―

一部業務委託

政 策 ( 章 ) 第 3 章 快適で住みよいまちづくり 指定管理

市直営

根 拠 法 令 等 射水市斎場条例　墓地、埋葬等に関する法律

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

射水市民及び牧野地区（高岡市）住民

意
図
施 設 の
設 置 目 的

火葬業務

施 策 ( 節 ) 第 2 節

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

火葬業務については業者委託で行い、施設の維持管理については市において実施

H28実績 H29見込 指　標　名

件 1,138 1,153 1,161 1,130 火葬件数
成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H26実績 H27実績

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

火葬炉５基、再燃焼炉２基

H28実績 H29見込 指　標　名

日 311 310 310 310 稼働日数
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H26実績 H27実績

35,853

・斎場施設は昭和41年に建設され、建物を
はじめ火葬炉設備等の老朽化が進行してい
ることや、火葬件数の増加に伴い維持管理
費等の負担が増加傾向にある。
・財源内訳の「その他」は主に斎場使用料

（ 当初予算額  ） 46,153

項目(単位:千円) H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

41,315 37,341

うち臨時職員人件費

財
源
内
訳
一 般 財 源 33,192 27,977 24,763 27,646

個
別
評
価
（

１
次
評
価
）

評価項目 担　当　課　に　よ　る　説　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

地 方 債

そ の 他 8,362 8,534 8,323 8,207

事
業
コ
ス
ト

国民の宗教的感情に適合し、且つ公衆衛生その他公共の福祉の見地から、市が斎場を運営することは妥
当である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

事業コストに関する特記事項

直 接 事 業 費 41,554 36,511 33,086

現行どおり

国 ・ 県 支 出 金

拡充

統合・連携

民間活用

○ 負担適正化

法律に基づき、適正な管理運営を行っている。

効 率 性
(ａ～ｃ) ｂ

火葬業務については民間業者に委託し、経費の削減に努めているが、施設の老朽化に対応するため、新
斎場の建設を計画している。

やり方改善

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ｂ  事業の一部に見直しが必要

規模縮小

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等

廃止・休止

　火葬業務に関しては、民間業者に委託すること
で経費の削減に努めており、施設に関しては定期
検査、定期整備を行い適切に管理している。
　今後、新斎場の供用開始に合わせ、受益と負担
の適正化を図るため、使用料の見直しを行う。



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

施設管理運営事業

4 款衛生費 1 項保健衛生費 6

平成 29 年度（ 平成 28

事業№ 事務事業名 斎場管理費
担
当
部
署

年度分）

)

部名 市民生活部

課名 環境課

目斎場費

電話 ５１－６６２４

評価
項目

評価の視点
内容（該当は○、非該当は×）

※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）
判定

331 予算事業名 (斎場管理費

妥
当
性

実施意義・
市民ニーズ

①
　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施
意義は低下していない。 ○

民 間 競 合 ② 　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。 ○

受 益 者 ・
費 用 負 担

③
　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。
また、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。 ○

有
効
性

政 策 体 系
との整合性

① 　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。 ○

④ 　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。 ○

効
率
性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②
　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは
他に手段があっても、統廃合や連携の余地がない。 ○

成 果 の
向 上 余 地

③ 　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。 ×

事業継続に
よ る 影 響

有効性 効率性

直接事業費
削 減 余 地

②
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接
事業費を削減する余地はない。 ×

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討
の余地はない。 ○

従 事 人 員
削 減 余 地

①
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員
の従事人員や業務従事時間を削減する余地はない。 ○

事業の一部に
見直しが必要

平成 29 年度（ 平成 28 年度分） 記載不要

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

評価結果

ａ 適合 ａ 適合 ｂ やや適合 Ｂ
評価
結果

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

妥当性

性
質

交 付 先 区 分
○ 個 人

定 率

○ その他

補 助 区 分

定 額

事業費補助 ○ 施設等整備補助

団 体 政策的補助 格差是正補助
類 型 区 分

団体運営費補助

利子補給等

算 定 方 法

補助限度額
　　 5人槽　  352,000円　　　6、7人槽　　441,000円
 8～10人槽　  588,000円　　11～20人槽　1,002,000円
21～30人槽　1,545,000円　　31～50人槽　2,129,000円

なし(市単独補助)

補 助 金 等 交 付 額 千円 千円 千円

特
定
財
源

項　目

補助金等交付件数 0 件 0 件 1 件 1

項　目 H26実績 H27実績 H28実績

○ 国補助( 33 ％ )

う ち 一 般 財 源 千円 千円

千円

千円 )千円 ○ 県補助( 33 ％

H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

事
務
局
体
制

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額 千円 千円 千円 交付団体が主体

次 年 度 繰 越 額 千円 千円

歳出に占める割合

交
付
状
況

H29見込

件

非該当・事務局なし

補助金の占める割合 ％ ％ ％

千円 千円 千円

担当課が主体
交
付
団
体
状
況

項　目

％ ％ ％

会費負担なし 法 人 会 員 数

千円 その他

(　 )

団体

(会費: ) 個 人 会 員 数

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

人

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

意
図
施 設 の
設 置 目 的

団 体 構 成 員
会 費 負 担

会費負担あり



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

規模縮小

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等

廃止・休止

　公共下水道を整備しない区域での個人住宅への
合併処理浄化槽設置費の補助金のため、現行どお
り継続して実施する。

○ 現行どおり

国 ・ 県 支 出 金 147 294

拡充

統合・連携

民間活用

負担適正化

公共下水道整備区域外での整備に対する補助であり、合併処理浄化槽の整備推進による水質汚濁の防止
に有効である。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ

補助金額は、国庫補助制度に基づいており、高額な個人負担が発生する合併処理浄化槽の整備推進に必
要な支援内容である。

やり方改善

個
別
評
価
（

１
次
評
価
）

評価項目 担　当　課　に　よ　る　説　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

地 方 債

そ の 他

事
業
コ
ス
ト

国庫補助制度を補完しており、公衆衛生にかかわる事業として、市が県と協調して補助を行うことは妥
当である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

事業コストに関する特記事項

直 接 事 業 費
( 補 助 金 等 交 付 額 )

0 0 441 441

原則国庫補助事業
（国、県、市が１/３ずつ負担）

（ 当初予算額  ） 441

項目(単位:千円) H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

441 441

うち臨時職員人件費

財
源
内
訳
一 般 財 源 0 0 294 147

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

H28実績 H29見込 指　標　名

件 0 0 1 1 補助金交付件数
活
動
指
標

補 助 金 等
交 付 件 数

単位 H26実績 H27実績

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

合併処理浄化槽を設置する。

H28実績 H29見込 指　標　名

件 0 0 1 1 合併処理浄化槽設置数
成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H26実績 H27実績

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

合併処理浄化槽設置者

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

生活排水による公共用水域の水質悪化を防止するため、流域下水道、公共下水道、農業集落排水事業の
整備計画区域外での住宅への合併処理浄化槽設置費を補助するもの。

施 策 ( 節 ) 第 1 節

一部業務委託

政 策 ( 章 ) 第 1 章 自然と共に生きるまちづくり 指定管理

市直営

根 拠 法 令 等 射水市合併処理浄化槽設置整備事業補助金交付要綱

実 施
方 法
(H28)

環境保全の推進

年度 終 了 年 度 ―

電話 ５１－６６２４

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17

335 予算事業名 ( 公害対策費

業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 第 4 部 潤いのある安心して暮らせるまち

部名 市民生活部

課名 環境課

目環境保全費

事業№ 事務事業名 循環型社会形成推進事業補助金
担
当
部
署

年度分 ）

)

補助金事業

4 款衛生費 1 項 保健衛生費 7

平成 29 年度（ 平成 28



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

(会費: ) 個 人 会 員 数

事
業
内
容

手
段

補 助 金 等
の 交 付 を
受 け て
実 施 す る
主 な 活 動

合併処理浄化槽を設置する。

人

事
業
目
的

対
象
補 助 金 等
交 付 先

合併処理浄化槽設置者

意
図
補 助 金 等
交 付 目 的

生活排水による公共用水域の水質悪化を防止するため、流域下水道、公共下水道、農業集落排水事業
の整備計画区域外での住宅への合併処理浄化槽設置費を補助するもの。

団 体 構 成 員
会 費 負 担

会費負担あり

千円 その他

(　 )

団体

％ ％ ％

会費負担なし 法 人 会 員 数

交
付
状
況

H29見込

件

非該当・事務局なし

補助金の占める割合 ％ ％ ％

千円 千円 千円

担当課が主体
交
付
団
体
状
況

項　目 H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

事
務
局
体
制

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額 千円 千円 千円 交付団体が主体

次 年 度 繰 越 額 千円 千円

歳出に占める割合

う ち 一 般 財 源 0 千円 0 千円

千円

294 千円 )147 千円 ○ 県補助( 33 ％

項　目 H26実績 H27実績 H28実績

○ 国補助( 33 ％ )

算 定 方 法

補助限度額
　　 5人槽　  352,000円　　　6、7人槽　　441,000円
 8～10人槽　  588,000円　　11～20人槽　1,002,000円
21～30人槽　1,545,000円　　31～50人槽　2,129,000円

なし(市単独補助)

補 助 金 等 交 付 額 0 千円 0 千円 441 千円 441

特
定
財
源

項　目

補助金等交付件数 0 件 0 件 1 件 1

事業費補助 ○ 施設等整備補助

団 体 政策的補助 格差是正補助
類 型 区 分

団体運営費補助

利子補給等
性
質

交 付 先 区 分
○ 個 人

定 率

○ その他

補 助 区 分

定 額

現行どおり
事業を進めることが適当

平成 29 年度（ 平成 28 年度分） 補助金事業

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

評価結果

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合 Ａ
評価
結果

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

妥当性 有効性 効率性

直接事業費
削 減 余 地

②
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接
事業費を削減する余地はない。 ○

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討
の余地はない。 ○

従 事 人 員
削 減 余 地

①
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員
の従事人員や業務従事時間を削減する余地はない。 ○

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②
　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは
他に手段があっても、統廃合や連携の余地がない。 ○

成 果 の
向 上 余 地

③ 　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。 ○

事業継続に
よ る 影 響

妥
当
性

実施意義・
市民ニーズ

①
　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施
意義は低下していない。 ○

民 間 競 合 ② 　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。 ○

受 益 者 ・
費 用 負 担

③
　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。
また、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。 ○

有
効
性

政 策 体 系
との整合性

① 　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。 ○

④ 　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。 ○

効
率
性

電話 ５１－６６２４

評価
項目

評価の視点
内容（該当は○、非該当は×）

※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）
判定

335 予算事業名 (公害対策費

部名 市民生活部

課名 環境課

目環境保全費

事業№ 事務事業名 循環型社会形成推進事業補助金
担
当
部
署

年度分）

)

補助金事業

4 款衛生費 1 項保健衛生費 7

平成 29 年度（ 平成 28



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

規模縮小

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等

廃止・休止

　環境の保全、快適な生活環境の創造及び低炭
素・循環型社会の構築に向け、市民、事業者、行
政等が一体となり環境施策を推進するために必要
な事業である。

○ 現行どおり

国 ・ 県 支 出 金

拡充

統合・連携

民間活用

負担適正化

焼却施設と同じ敷地にあることから、環境問題に対する啓発効果は高い。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 長期包括運営委託により、維持管理コストの軽減を図っている。

やり方改善

個
別
評
価
（

１
次
評
価
）

評価項目 担　当　課　に　よ　る　説　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

地 方 債

そ の 他 3,263 2,019 1,820 1,888

事
業
コ
ス
ト

環境保全、ごみの減量化及び低炭素・循環型社会構築の推進は市の責務であり、市民に環境問題につい
て学び・体験してもらうために必要な施設である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

事業コストに関する特記事項

直 接 事 業 費 3,263 2,019 1,820 1,888
・平成27年度から粗大ごみ処理を外部委託
したこと等により電気料の削減を図った。
・財源内訳の「その他」は、主に収集指定
袋手数料
・環境に関する情報の集積、発信の拠点と
なるような施設管理を行う。

（ 当初予算額  ） 2,918

項目(単位:千円) H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

2,417 2,125

うち臨時職員人件費

財
源
内
訳
一 般 財 源 0 0 0 0

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

クリーンピア射水と合わせてミライクル館プラザ棟の管理運営についても長期包括運営委託している。

H28実績 H29見込 指　標　名

日 305 306 305 305 開館日
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H26実績 H27実績

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

・パソコンによるごみの分別クイズや体験工房においてリサイクル体験を通じて市民に環境問題につい
て学ぶ機会を提供する。
・出前講座を要望に応じて開催している。
・環境に関する会合等に研修室を利用している。

H28実績 H29見込 指　標　名

人 6,241 5,511 4,702 4,500 施設利用者数
成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H26実績 H27実績

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

全市民

意
図
施 設 の
設 置 目 的

市民が幅広く環境について学び、自由に利用できる施設

施 策 ( 節 ) 第 1 節

一部業務委託

政 策 ( 章 ) 第 1 章 自然と共に生きるまちづくり 指定管理

市直営

根 拠 法 令 等 射水市ごみ処理施設条例、同施行規則

実 施
方 法
(H28)

環境保全の推進 ○

年度 終 了 年 度 ―

電話 ５１－６６２４

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17

349 予算事業名 ( ミライクル館管理費

業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 第 4 部 潤いのある安心して暮らせるまち

部名 市民生活部

課名 環境課

目清掃総務費

事業№ 事務事業名 ミライクル館管理費
担
当
部
署

年度分 ）

)

施設管理運営事業

4 款衛生費 2 項 清掃費 1

平成 29 年度（ 平成 28



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

(会費: ) 個 人 会 員 数

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

人

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

意
図
施 設 の
設 置 目 的

団 体 構 成 員
会 費 負 担

会費負担あり

千円 その他

(　 )

団体

％ ％ ％

会費負担なし 法 人 会 員 数

交
付
状
況

H29見込

件

非該当・事務局なし

補助金の占める割合 ％ ％ ％

千円 千円 千円

担当課が主体
交
付
団
体
状
況

項　目 H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

事
務
局
体
制

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額 千円 千円 千円 交付団体が主体

次 年 度 繰 越 額 千円 千円

歳出に占める割合

う ち 一 般 財 源 千円 千円

千円

千円 )千円 ○ 県補助( 33 ％

項　目 H26実績 H27実績 H28実績

○ 国補助( 33 ％ )

算 定 方 法

補助限度額
　　 5人槽　  352,000円　　　6、7人槽　　441,000円
 8～10人槽　  588,000円　　11～20人槽　1,002,000円
21～30人槽　1,545,000円　　31～50人槽　2,129,000円

なし(市単独補助)

補 助 金 等 交 付 額 千円 千円 千円

特
定
財
源

項　目

補助金等交付件数 0 件 0 件 1 件 1

事業費補助 ○ 施設等整備補助

団 体 政策的補助 格差是正補助
類 型 区 分

団体運営費補助

利子補給等
性
質

交 付 先 区 分
○ 個 人

定 率

○ その他

補 助 区 分

定 額

現行どおり
事業を進めることが適当

平成 29 年度（ 平成 28 年度分） 記載不要

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

評価結果

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合 Ａ
評価
結果

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

妥当性 有効性 効率性

直接事業費
削 減 余 地

②
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接
事業費を削減する余地はない。 ○

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討
の余地はない。 ○

従 事 人 員
削 減 余 地

①
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員
の従事人員や業務従事時間を削減する余地はない。 ○

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②
　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは
他に手段があっても、統廃合や連携の余地がない。 ○

成 果 の
向 上 余 地

③ 　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。 ○

事業継続に
よ る 影 響

妥
当
性

実施意義・
市民ニーズ

①
　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施
意義は低下していない。 ○

民 間 競 合 ② 　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。 ○

受 益 者 ・
費 用 負 担

③
　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。
また、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。 ○

有
効
性

政 策 体 系
との整合性

① 　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。 ○

④ 　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。 ○

効
率
性

電話 ５１－６６２４

評価
項目

評価の視点
内容（該当は○、非該当は×）

※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）
判定

349 予算事業名 (ミライクル館管理費

部名 市民生活部

課名 環境課

目清掃総務費

事業№ 事務事業名 ミライクル館管理費
担
当
部
署

年度分）

)

施設管理運営事業

4 款衛生費 2 項清掃費 1

平成 29 年度（ 平成 28



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

規模縮小

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等

廃止・休止

　適切に施設を運営しており、引き続き民間委託
による運営を維持していく。
　また、来年度には稼動開始から15年が経過する
ことから、平成29年度において、クリーンピア射
水長寿命化総合計画を策定することにより、設備
の改良（延命化）に取り組む。

○ 現行どおり

国 ・ 県 支 出 金 1,722 1,136 879 1,204

拡充

統合・連携

民間活用

負担適正化

環境に配慮した信頼性の高い施設である。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 専門技術を有する事業所に長期包括運営委託を行っており、維持管理コストの削減に努めている。

やり方改善

個
別
評
価
（

１
次
評
価
）

評価項目 担　当　課　に　よ　る　説　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

地 方 債

そ の 他 154,344 130,234 132,944 126,285

事
業
コ
ス
ト

市内の家庭から排出される燃えるごみを安定して処理するために必要な施設である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

事業コストに関する特記事項

直 接 事 業 費 819,401 820,355 819,743 864,995

・施設の維持管理について長期包括運営委託を
することにより、コストの軽減を図っている。
・財源内訳の「その他」は、主に、ごみ処理手
数料

（ 当初予算額  ） 822,544

項目(単位:千円) H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

820,585 820,014

うち臨時職員人件費 1,522 1,534 3,235

財
源
内
訳
一 般 財 源 663,335 688,985 685,920 737,506

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

・焼却炉（全連続燃焼式流動床炉）　138トン/日（46トン/日×3炉）
・プラズマ溶融炉　12トン/日（12トン/日×1炉）、太陽光発電(10KW)

H28実績 H29見込 指　標　名

トン 26,658.66 26,816.50 26,794.83 26,800.00 可燃ごみ搬入量（可燃物、破砕可燃物）
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H26実績 H27実績

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

燃えるごみの焼却処理
・排ガスは、ダイオキシン類も含め、確実に処理できる信頼性の高いシステムを採用している。
・廃棄物の焼却熱は蒸気として回収し、この蒸気を利用して発電した電気や余熱を施設内で有効利用し
ている。
・太陽光発電施設で発電した電気についても施設内で有効利用している。
・焼却飛灰はプラズマ溶融炉で溶融してスラグ化し、有効利用している。

H28実績 H29見込 指　標　名

千kwh 6,854.80 7,266.38 7,458.80 7,500.00 発電量（焼却余熱、太陽光）
成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H26実績 H27実績

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

全市民、市の委託を受けた収集・運搬業者、その他一般廃棄物収集運搬業許可業者

意
図
施 設 の
設 置 目 的

市内から排出される燃えるごみ(可燃性一般廃棄物)の焼却処理

施 策 ( 節 ) 第 2 節

一部業務委託

政 策 ( 章 ) 第 1 章 自然と共に生きるまちづくり 指定管理

市直営

根 拠 法 令 等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、射水市ごみ処理施設条例、同施行規則

実 施
方 法
(H28)

循環型社会の構築 ○

年度 終 了 年 度 ―

電話 ５１－６６２４

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17

353 予算事業名 ( クリーンピア射水管理費

業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 第 4 部 潤いのある安心して暮らせるまち

部名 市民生活部

課名 環境課

目塵芥処理費

事業№ 事務事業名 クリーンピア射水管理費
担
当
部
署

年度分 ）

)

施設管理運営事業

4 款衛生費 2 項 清掃費 2

平成 29 年度（ 平成 28



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

(会費: ) 個 人 会 員 数

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

人

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

意
図
施 設 の
設 置 目 的

団 体 構 成 員
会 費 負 担

会費負担あり

千円 その他

(　 )

団体

％ ％ ％

会費負担なし 法 人 会 員 数

交
付
状
況

H29見込

件

非該当・事務局なし

補助金の占める割合 ％ ％ ％

千円 千円 千円

担当課が主体
交
付
団
体
状
況

項　目 H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

事
務
局
体
制

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額 千円 千円 千円 交付団体が主体

次 年 度 繰 越 額 千円 千円

歳出に占める割合

う ち 一 般 財 源 千円 千円

千円

千円 )千円 ○ 県補助( 33 ％

項　目 H26実績 H27実績 H28実績

○ 国補助( 33 ％ )

算 定 方 法

補助限度額
　　 5人槽　  352,000円　　　6、7人槽　　441,000円
 8～10人槽　  588,000円　　11～20人槽　1,002,000円
21～30人槽　1,545,000円　　31～50人槽　2,129,000円

なし(市単独補助)

補 助 金 等 交 付 額 千円 千円 千円

特
定
財
源

項　目

補助金等交付件数 0 件 0 件 1 件 1

事業費補助 ○ 施設等整備補助

団 体 政策的補助 格差是正補助
類 型 区 分

団体運営費補助

利子補給等
性
質

交 付 先 区 分
○ 個 人

定 率

○ その他

補 助 区 分

定 額

現行どおり
事業を進めることが適当

平成 29 年度（ 平成 28 年度分） 記載不要

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

評価結果

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合 Ａ
評価
結果

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

妥当性 有効性 効率性

直接事業費
削 減 余 地

②
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接
事業費を削減する余地はない。 ○

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討
の余地はない。 ○

従 事 人 員
削 減 余 地

①
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員
の従事人員や業務従事時間を削減する余地はない。 ○

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②
　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは
他に手段があっても、統廃合や連携の余地がない。 ○

成 果 の
向 上 余 地

③ 　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。 ○

事業継続に
よ る 影 響

妥
当
性

実施意義・
市民ニーズ

①
　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施
意義は低下していない。 ○

民 間 競 合 ② 　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。 ○

受 益 者 ・
費 用 負 担

③
　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。
また、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。 ○

有
効
性

政 策 体 系
との整合性

① 　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。 ○

④ 　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。 ○

効
率
性

電話 ５１－６６２４

評価
項目

評価の視点
内容（該当は○、非該当は×）

※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）
判定

353 予算事業名 (クリーンピア射水管理費

部名 市民生活部

課名 環境課

目塵芥処理費

事業№ 事務事業名 クリーンピア射水管理費
担
当
部
署

年度分）

)

施設管理運営事業

4 款衛生費 2 項清掃費 2

平成 29 年度（ 平成 28



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

規模縮小

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等

廃止・休止

　不燃・粗大ごみから資源を回収することで、循
環型社会形成推進に寄与する事業であり、現行ど
おり民間の高度な技術を活用しながら実施する。

○ 現行どおり

国 ・ 県 支 出 金

拡充

統合・連携

民間活用

負担適正化

市内から排出される燃えないごみを集積するために十分な能力を有する施設である。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ

高度な分別・資源化能力を有する民間企業に処理業務を委託しており、金属等の資源化と埋立ごみの減
量化につなげている。

やり方改善

個
別
評
価
（

１
次
評
価
）

評価項目 担　当　課　に　よ　る　説　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

地 方 債

そ の 他 20,439 55,843 49,667 53,155

事
業
コ
ス
ト

市内の家庭から排出される燃えないごみを安定して処理・リサイクルするために必要な施設である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

事業コストに関する特記事項

直 接 事 業 費 20,439 58,991 57,956 60,153

・平成27年度から粗大・不燃物処理業務を
民間委託している。
・財源内訳の「その他」は、主に収集指定
袋手数料及び有価物の売却収入

（ 当初予算額  ） 21,439

項目(単位:千円) H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

73,094 65,513

うち臨時職員人件費 3,090 2,886 3,063 3,185

財
源
内
訳
一 般 財 源 0 3,148 8,289 6,998

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

H28実績 H29見込 指　標　名

トン 1,494.21 1,632.61 1,626.00 1,620.00 粗大、不燃物搬入量
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H26実績 H27実績

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

不燃・粗大ごみの処理・再利用を図る

H28実績 H29見込 指　標　名

トン 437.27 392.22 360.82 350.00 有価物精選量（破砕鉄分、処理困難金属）
成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H26実績 H27実績

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

全市民

意
図
施 設 の
設 置 目 的

市内から排出される不燃・粗大ごみの処理

施 策 ( 節 ) 第 2 節

一部業務委託

政 策 ( 章 ) 第 1 章 自然と共に生きるまちづくり 指定管理

市直営

根 拠 法 令 等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、射水市ごみ処理施設条例、同施行規則

実 施
方 法
(H28)

循環型社会の構築 ○

年度 終 了 年 度 ―

電話 ５１－６６２４

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17

354 予算事業名 ( 粗大ごみ処理施設管理費

業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 第 4 部 潤いのある安心して暮らせるまち

部名 市民生活部

課名 環境課

目塵芥処理費

事業№ 事務事業名 粗大ごみ処理施設管理費
担
当
部
署

年度分 ）

)

施設管理運営事業

4 款衛生費 2 項 清掃費 2

平成 29 年度（ 平成 28



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

(会費: ) 個 人 会 員 数

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

人

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

意
図
施 設 の
設 置 目 的

団 体 構 成 員
会 費 負 担

会費負担あり

千円 その他

(　 )

団体

％ ％ ％

会費負担なし 法 人 会 員 数

交
付
状
況

H29見込

件

非該当・事務局なし

補助金の占める割合 ％ ％ ％

千円 千円 千円

担当課が主体
交
付
団
体
状
況

項　目 H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

事
務
局
体
制

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額 千円 千円 千円 交付団体が主体

次 年 度 繰 越 額 千円 千円

歳出に占める割合

う ち 一 般 財 源 千円 千円

千円

千円 )千円 ○ 県補助( 33 ％

項　目 H26実績 H27実績 H28実績

○ 国補助( 33 ％ )

算 定 方 法

補助限度額
　　 5人槽　  352,000円　　　6、7人槽　　441,000円
 8～10人槽　  588,000円　　11～20人槽　1,002,000円
21～30人槽　1,545,000円　　31～50人槽　2,129,000円

なし(市単独補助)

補 助 金 等 交 付 額 千円 千円 千円

特
定
財
源

項　目

補助金等交付件数 0 件 0 件 1 件 1

事業費補助 ○ 施設等整備補助

団 体 政策的補助 格差是正補助
類 型 区 分

団体運営費補助

利子補給等
性
質

交 付 先 区 分
○ 個 人

定 率

○ その他

補 助 区 分

定 額

現行どおり
事業を進めることが適当

平成 29 年度（ 平成 28 年度分） 記載不要

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

評価結果

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合 Ａ
評価
結果

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

妥当性 有効性 効率性

直接事業費
削 減 余 地

②
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接
事業費を削減する余地はない。 ○

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討
の余地はない。 ○

従 事 人 員
削 減 余 地

①
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員
の従事人員や業務従事時間を削減する余地はない。 ○

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②
　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは
他に手段があっても、統廃合や連携の余地がない。 ○

成 果 の
向 上 余 地

③ 　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。 ○

事業継続に
よ る 影 響

妥
当
性

実施意義・
市民ニーズ

①
　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施
意義は低下していない。 ○

民 間 競 合 ② 　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。 ○

受 益 者 ・
費 用 負 担

③
　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。
また、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。 ○

有
効
性

政 策 体 系
との整合性

① 　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。 ○

④ 　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。 ○

効
率
性

電話 ５１－６６２４

評価
項目

評価の視点
内容（該当は○、非該当は×）

※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）
判定

354 予算事業名 (粗大ごみ処理施設管理費

部名 市民生活部

課名 環境課

目塵芥処理費

事業№ 事務事業名 粗大ごみ処理施設管理費
担
当
部
署

年度分）

)

施設管理運営事業

4 款衛生費 2 項清掃費 2

平成 29 年度（ 平成 28



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

規模縮小

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等

廃止・休止

　容器包装リサイクル法に基づき、循環型社会形
成に寄与するため、現行どおり管理運営を行う。

○ 現行どおり

国 ・ 県 支 出 金

拡充

統合・連携

民間活用

負担適正化

市内から排出される資源ごみのリサイクルのために十分な能力を有する施設である。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 選別については、民間団体及び福祉団体に業務委託しており、コストの削減に努めている。

やり方改善

個
別
評
価
（

１
次
評
価
）

評価項目 担　当　課　に　よ　る　説　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

地 方 債

そ の 他 34,482 35,093 37,992 35,888

事
業
コ
ス
ト

容器包装リサイクル法において分別収集は市の責務であり、収集した資源ごみのリサイクルに必要な施
設である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

事業コストに関する特記事項

直 接 事 業 費 34,482 35,093 37,992 35,888

・選別・梱包等についてシルバー人材セン
ター等と委託契約している。
・財源内訳の「その他」は、収集指定袋手
数料及び有価物売却収入

（ 当初予算額  ） 36,217

項目(単位:千円) H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

36,124 36,162

うち臨時職員人件費 11,895 12,601 13,376 13,839

財
源
内
訳
一 般 財 源 0 0 0 0

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

容器包装リサイクル法に対応する施設

H28実績 H29見込 指　標　名

日 227 226 226 226 稼働日数
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H26実績 H27実績

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

市内から分別収集した資源ごみ(金属缶、ガラスびん、ペットボトル、紙製容器包装、プラスチック製
容器包装)を精選・圧縮・梱包・保管し、リサイクル業者に引き渡す。

H28実績 H29見込 指　標　名

トン 1,015.84 1,052.85 938.70 1,000.00
資源ごみ選別量（金属缶、ガラスびん、ペットボト
ル、紙製容器包装、プラスチック製容器包装）

成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H26実績 H27実績

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

全市民

意
図
施 設 の
設 置 目 的

市内から排出される資源ごみをリサイクルするため、精選・圧縮・梱包・保管を行う。

施 策 ( 節 ) 第 2 節

一部業務委託

政 策 ( 章 ) 第 1 章 自然と共に生きるまちづくり 指定管理

市直営

根 拠 法 令 等 容器包装リサイクル法、射水市ごみ処理施設条例、同施行規則

実 施
方 法
(H28)

循環型社会の構築 ○

年度 終 了 年 度 ―

電話 ５１－６６２４

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17

355 予算事業名 ( 処理棟管理費

業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 第 4 部 潤いのある安心して暮らせるまち

部名 市民生活部

課名 環境課

目塵芥処理費

事業№ 事務事業名 処理棟管理費
担
当
部
署

年度分 ）

)

施設管理運営事業

4 款衛生費 2 項 清掃費 2

平成 29 年度（ 平成 28



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

(会費: ) 個 人 会 員 数

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

人

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

意
図
施 設 の
設 置 目 的

団 体 構 成 員
会 費 負 担

会費負担あり

千円 その他

(　 )

団体

％ ％ ％

会費負担なし 法 人 会 員 数

交
付
状
況

H29見込

件

非該当・事務局なし

補助金の占める割合 ％ ％ ％

千円 千円 千円

担当課が主体
交
付
団
体
状
況

項　目 H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

事
務
局
体
制

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額 千円 千円 千円 交付団体が主体

次 年 度 繰 越 額 千円 千円

歳出に占める割合

う ち 一 般 財 源 千円 千円

千円

千円 )千円 ○ 県補助( 33 ％

項　目 H26実績 H27実績 H28実績

○ 国補助( 33 ％ )

算 定 方 法

補助限度額
　　 5人槽　  352,000円　　　6、7人槽　　441,000円
 8～10人槽　  588,000円　　11～20人槽　1,002,000円
21～30人槽　1,545,000円　　31～50人槽　2,129,000円

なし(市単独補助)

補 助 金 等 交 付 額 千円 千円 千円

特
定
財
源

項　目

補助金等交付件数 0 件 0 件 1 件 1

事業費補助 ○ 施設等整備補助

団 体 政策的補助 格差是正補助
類 型 区 分

団体運営費補助

利子補給等
性
質

交 付 先 区 分
○ 個 人

定 率

○ その他

補 助 区 分

定 額

現行どおり
事業を進めることが適当

平成 29 年度（ 平成 28 年度分） 記載不要

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

評価結果

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合 Ａ
評価
結果

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

妥当性 有効性 効率性

直接事業費
削 減 余 地

②
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接
事業費を削減する余地はない。 ○

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討
の余地はない。 ○

従 事 人 員
削 減 余 地

①
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員
の従事人員や業務従事時間を削減する余地はない。 ○

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②
　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは
他に手段があっても、統廃合や連携の余地がない。 ○

成 果 の
向 上 余 地

③ 　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。 ○

事業継続に
よ る 影 響

妥
当
性

実施意義・
市民ニーズ

①
　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施
意義は低下していない。 ○

民 間 競 合 ② 　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。 ○

受 益 者 ・
費 用 負 担

③
　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。
また、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。 ○

有
効
性

政 策 体 系
との整合性

① 　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。 ○

④ 　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。 ○

効
率
性

電話 ５１－６６２４

評価
項目

評価の視点
内容（該当は○、非該当は×）

※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）
判定

355 予算事業名 (処理棟管理費

部名 市民生活部

課名 環境課

目塵芥処理費

事業№ 事務事業名 処理棟管理費
担
当
部
署

年度分）

)

施設管理運営事業

4 款衛生費 2 項清掃費 2

平成 29 年度（ 平成 28



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

施設管理運営事業

4 款衛生費 2 項 清掃費 2

平成 29 年度（ 平成 28

事業№ 事務事業名 野手埋立処分所管理費
担
当
部
署

年度分 ）

)

部名 市民生活部

課名 環境課

目塵芥処理費

電話 ５１－６６２４

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17

356 予算事業名 ( 野手埋立処分所管理費

業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 第 4 部 潤いのある安心して暮らせるまち 実 施
方 法
(H28)

循環型社会の構築 ○

年度 終 了 年 度 ―

年間処分量

一部業務委託

政 策 ( 章 ) 第 1 章 自然と共に生きるまちづくり 指定管理

市直営

根 拠 法 令 等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、射水市ごみ処理施設条例、同施行規則

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

全市民

意
図
施 設 の
設 置 目 的

市民が排出するコンクリ－ト、瓦類及び土砂等の一般廃棄物を埋立処分する。浸出水は、廃棄物の処理
及び清掃に関する法律で規定している基準省令等により処理を行う。

施 策 ( 節 ) 第 2 節

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

平成19年から平成21年までの３年間で当施設の再生整備工事を行った。浸出水は、逆浸透膜処理とよば
れる方法により処理し放流及び場内用水として再利用している。

H28実績 H29見込 指　標　名

㎎/ℓ ＜1 ＜1 ＜1 ＜1 ＢＯＤ測定値（基準値60㎎/ℓ）
成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H26実績 H27実績

トン 4,085 4,167 4,068 4,200

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

H28実績 H29見込 指　標　名

日 365 366 365 365 稼働日数
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H26実績 H27実績

78,311

・平成26年度から浸出水処理業務等を長期
的に委託した。
・財源内訳の「その他」は、主に、埋立処
分手数料。

（ 当初予算額  ） 87,664

項目(単位:千円) H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

81,760 80,008

うち臨時職員人件費

財
源
内
訳
一 般 財 源 80,437 81,386 79,340 77,991

個
別
評
価
（

１
次
評
価
）

評価項目 担　当　課　に　よ　る　説　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

地 方 債

そ の 他 567 369 663 320

事
業
コ
ス
ト

市内から排出された一般廃棄物を埋立処分する施設であり、市が運営することは妥当である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ａ

事業コストに関する特記事項

直 接 事 業 費 81,004 81,755 80,003

現行どおり

国 ・ 県 支 出 金

拡充

統合・連携

民間活用

負担適正化

市内から排出された一般廃棄物を適正に埋立処理する能力を有する施設である。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 専門技術を有する企業に長期包括運営委託を行い、維持管理コストの縮減に努めている。

やり方改善

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ａ  現行どおり事業を進めることが適当

規模縮小

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等

廃止・休止

　一般廃棄物の処理は市の責任であり、今後も適
正な埋立及び排水処理に努める。

○



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

施設管理運営事業

4 款衛生費 2 項清掃費 2

平成 29 年度（ 平成 28

事業№ 事務事業名 野手埋立処分所管理費
担
当
部
署

年度分）

)

部名 市民生活部

課名 環境課

目塵芥処理費

電話 ５１－６６２４

評価
項目

評価の視点
内容（該当は○、非該当は×）

※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）
判定

356 予算事業名 (野手埋立処分所管理費

妥
当
性

実施意義・
市民ニーズ

①
　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施
意義は低下していない。 ○

民 間 競 合 ② 　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。 ○

受 益 者 ・
費 用 負 担

③
　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。
また、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。 ○

有
効
性

政 策 体 系
との整合性

① 　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。 ○

④ 　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。 ○

効
率
性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②
　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは
他に手段があっても、統廃合や連携の余地がない。 ○

成 果 の
向 上 余 地

③ 　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。 ○

事業継続に
よ る 影 響

有効性 効率性

直接事業費
削 減 余 地

②
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接
事業費を削減する余地はない。 ○

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討
の余地はない。 ○

従 事 人 員
削 減 余 地

①
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員
の従事人員や業務従事時間を削減する余地はない。 ○

現行どおり
事業を進めることが適当

平成 29 年度（ 平成 28 年度分） 記載不要

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

評価結果

ａ 適合 ａ 適合 ａ 適合 Ａ
評価
結果

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

妥当性

性
質

交 付 先 区 分
○ 個 人

定 率

○ その他

補 助 区 分

定 額

事業費補助 ○ 施設等整備補助

団 体 政策的補助 格差是正補助
類 型 区 分

団体運営費補助

利子補給等

算 定 方 法

補助限度額
　　 5人槽　  352,000円　　　6、7人槽　　441,000円
 8～10人槽　  588,000円　　11～20人槽　1,002,000円
21～30人槽　1,545,000円　　31～50人槽　2,129,000円

なし(市単独補助)

補 助 金 等 交 付 額 千円 千円 千円

特
定
財
源

項　目

補助金等交付件数 0 件 0 件 1 件 1

項　目 H26実績 H27実績 H28実績

○ 国補助( 33 ％ )

う ち 一 般 財 源 千円 千円

千円

千円 )千円 ○ 県補助( 33 ％

H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

事
務
局
体
制

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額 千円 千円 千円 交付団体が主体

次 年 度 繰 越 額 千円 千円

歳出に占める割合

交
付
状
況

H29見込

件

非該当・事務局なし

補助金の占める割合 ％ ％ ％

千円 千円 千円

担当課が主体
交
付
団
体
状
況

項　目

％ ％ ％

会費負担なし 法 人 会 員 数

千円 その他

(　 )

団体

(会費: ) 個 人 会 員 数

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

人

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

意
図
施 設 の
設 置 目 的

団 体 構 成 員
会 費 負 担

会費負担あり



事 務 事 業 評 価 シ ー ト

（ ) ( ) ( )

施設管理運営事業

4 款衛生費 2 項 清掃費 3

平成 29 年度（ 平成 28

事業№ 事務事業名 衛生センター管理費
担
当
部
署

年度分 ）

)

部名 市民生活部

課名 環境課 

目 し尿処理費

電話 ５１－６６２４

基
本
事
項

事 業 期 間 開 始 年 度 平成 17

359 予算事業名 ( 衛生センター管理費

業務委託

総
合
計
画

施策の大綱 第 4 部 潤いのある安心して暮らせるまち 実 施
方 法
(H28)

環境保全の推進 ○

年度 終 了 年 度 ―

し尿及び浄化槽汚泥等処理量

一部業務委託

政 策 ( 章 ) 第 1 章 自然と共に生きるまちづくり 指定管理

市直営

根 拠 法 令 等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、射水市衛生センター条例

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

し尿及び浄化槽汚泥等の処理

意
図
施 設 の
設 置 目 的

排水処理（窒素、りん、有機物、汚濁物質等の除去）

施 策 ( 節 ) 第 1 節

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

低希釈二段活性汚泥処理方式及び高度処理による排水(し尿）処理

H28実績 H29見込 指　標　名

㎎/ℓ 3.90 1.90 3.50 3 ＢＯＤ測定値（基準値30㎎/ℓ）
成
果
指
標

事 業 目 的
（ 意 図 ） を
明 確 に し て
達 成 度 を
計 る 指 標

単位 H26実績 H27実績

ℓ 10,360,090 10,764,510 10,002,270 10,375,623

備
考
その他説明を
要 す る 事 項

H28実績 H29見込 指　標　名

日 365 366 365 365 稼働日数
活
動
指
標

事 業 内 容
（ 手 段 ） の
活 動 量 ・
提 供 量 を
表 す 指 標

単位 H26実績 H27実績

65,719

・施設が老朽化していることから、搬入物
の性状や条件の変化に対応した運転管理を
行うことにより経費の縮減に努めた。
・財源内訳「その他」は主にし尿処理場使
用料

（ 当初予算額  ） 70,491

項目(単位:千円) H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

70,290 67,140

うち臨時職員人件費 4,249 4,204 4,340 4,484

財
源
内
訳
一 般 財 源 67,604 65,255 61,574 64,380

個
別
評
価
（

１
次
評
価
）

評価項目 担　当　課　に　よ　る　説　明

妥 当 性
(ａ～ｃ) ａ

地 方 債

そ の 他 1,339 1,432 1,335 1,339

事
業
コ
ス
ト

市内から排出されるし尿及び浄化槽汚泥等を安定して処理するために必要な施設である。

有 効 性
(ａ～ｃ) ｂ

事業コストに関する特記事項

直 接 事 業 費 68,943 66,687 62,909

現行どおり

国 ・ 県 支 出 金

拡充

統合・連携

民間活用

負担適正化

昭和62年の建設当時とは、社会情勢が大きく様変わりし、搬入される汚水の性質及び搬入量等ミスマッ
チな状況にある。また、施設の老朽化が進んでおり今後の検討課題である。

効 率 性
(ａ～ｃ) ａ 搬入物の性状や条件の変化に対応した運転管理を行うことにより、経費の縮減に努めている。

○ やり方改善

総
合
評
価
（

１
次
評
価
）

評価結果
(Ａ～Ｃ) Ｂ  事業の一部に見直しが必要

規模縮小

今後の方向性 改善内容・現行どおりとする理由等

廃止・休止

　適切な定期点検や定期整備に努め、施設の安全
な維持管理を行っているが、施設処理能力に満た
ない搬入状態が続いており、施設規模の縮小によ
る整備方針を検討する必要がある。



評価項目チェックリスト

補 助 金 調 書

施設管理運営事業

4 款衛生費 2 項清掃費 3

平成 29 年度（ 平成 28

事業№ 事務事業名 衛生センター管理費
担
当
部
署

年度分）

)

部名 市民生活部

課名 環境課 

目し尿処理費

電話 ５１－６６２４

評価
項目

評価の視点
内容（該当は○、非該当は×）

※内部管理事務の場合、妥当性の判定は行わない（妥当性をａとする）
判定

359 予算事業名 (衛生センター管理費

妥
当
性

実施意義・
市民ニーズ

①
　社会経済情勢の変化や当初目的の達成状況、市民ニーズなどを勘案しても、事業の実施
意義は低下していない。 ○

民 間 競 合 ② 　民間と競合していない、あるいは事業の実施により民間事業者を圧迫していない。 ○

受 益 者 ・
費 用 負 担

③
　事業内容（手段）の受益者は、公益性が認められる場合を除き、一部に偏っていない。
また、受益者負担あるいは市の負担は適正であり、公平性・公正性が保たれている。 ○

有
効
性

政 策 体 系
との整合性

① 　事業の成果（意図）が、上位施策の目標達成に結びついている（貢献している）。 ○

④ 　事業を継続することで、更なる成果が期待できる。 ×

効
率
性

統 廃 合 ・
連 携 余 地

②
　目的及び対象が類似・重複する事業はなく、他に目的を達成する手段はない、あるいは
他に手段があっても、統廃合や連携の余地がない。 ○

成 果 の
向 上 余 地

③ 　事業内容（手段）を工夫しても、成果を向上させる余地はない。 ×

事業継続に
よ る 影 響

有効性 効率性

直接事業費
削 減 余 地

②
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の事務改善や契約方法の変更等により直接
事業費を削減する余地はない。 ○

実 施 主 体
見直し余地

③
　民間活用・外部委託の拡大や市民協働事業化等による実施主体の見直しについての検討
の余地はない。 ○

従 事 人 員
削 減 余 地

①
　現在の成果を維持しつつ、事業内容（手段）の業務プロセスの最適化等により正規職員
の従事人員や業務従事時間を削減する余地はない。 ○

事業の一部に
見直しが必要

平成 29 年度（ 平成 28 年度分） 記載不要

総 合 評 価
( Ａ ～ Ｃ )

評価結果

ａ 適合 ｂ やや適合 ａ 適合 Ｂ
評価
結果

個 別 評 価
( ａ ～ ｃ )

妥当性

性
質

交 付 先 区 分
○ 個 人

定 率

○ その他

補 助 区 分

定 額

事業費補助 ○ 施設等整備補助

団 体 政策的補助 格差是正補助
類 型 区 分

団体運営費補助

利子補給等

算 定 方 法

補助限度額
　　 5人槽　  352,000円　　　6、7人槽　　441,000円
 8～10人槽　  588,000円　　11～20人槽　1,002,000円
21～30人槽　1,545,000円　　31～50人槽　2,129,000円

なし(市単独補助)

補 助 金 等 交 付 額 千円 千円 千円

特
定
財
源

項　目

補助金等交付件数 0 件 0 件 1 件 1

項　目 H26実績 H27実績 H28実績

○ 国補助( 33 ％ )

う ち 一 般 財 源 千円 千円

千円

千円 )千円 ○ 県補助( 33 ％

H26決算 H27決算 H28決算 H29予算

事
務
局
体
制

項　目

交付先歳入決算額

交付先歳出決算額 千円 千円 千円 交付団体が主体

次 年 度 繰 越 額 千円 千円

歳出に占める割合

交
付
状
況

H29見込

件

非該当・事務局なし

補助金の占める割合 ％ ％ ％

千円 千円 千円

担当課が主体
交
付
団
体
状
況

項　目

％ ％ ％

会費負担なし 法 人 会 員 数

千円 その他

(　 )

団体

(会費: ) 個 人 会 員 数

事
業
内
容

手
段

施 設 が
実 施 す る
主 な 活 動

人

事
業
目
的

対
象
施 設 の
利 用 対 象

意
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